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ラッセル・インベストメント証券投信投資顧問株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第196号 

加入協会：日本証券業協会、（社）投資信託協会、（社）日本証券投資顧問業協会 

TEL：03-5411-1515 

（受付時間：営業日の午前9時～午後5時（半営業日は午前9時～午前11時）まで） 

URL http://www.russell.com/jpin  

すぐに使わないお金は長期で運用しましょうすぐに使わないお金は長期で運用しましょう  

始めに 

前回は、「安いときに買って、高くなれば売る」といったタイミング戦略がいかに難しいか、というお話

でした。市場の動きをピタリと当てることは専門家でも難しいことですし、株式の収益も高いと言われて

いますが、実はほんの僅かな期間の値上がりに依存しており、その時期を逃すと高い収益を得ることはで

きません。このことから、運用は長期で考えましょう、とよく言われます。そこで今回は、長期的な視点

から資産を増やす「長期投資」がなぜ有効なのか、ということについて詳しく見ていきましょう。  

● 運用を考えておられる理由は何でしょう？『当面使わないお金があるので、今あるお金を増やしたい』、

あるいは『将来に備えて今から少しずつお金を貯めていきたい』ということであれば、株式を中心にリ

スクの高い資産を組み入れてなるべく長い期間運用することをお勧めします。  

● 株式のように、長い目で見れば高い収益が期待できるものの、リスクの高い（収益のぶれが大きい）資

産に投資する場合には、運用する期間が短いとその間に元本が割れてしまう可能性もあります。しかし、

長い期間運用することによって結果的に高い収益を獲得できる可能性は高まります。 

● さらに、運用する期間が長ければ長いほど収益の伸びはより大きくなり、有利な運用ができます。 

時間を味方に ①収益のぶれの縮小  

長期投資のメリットはなんでしょう？大きく2つのメリットがあります。図１は、長期投資は第一に収益のぶ

れを小さくする効果があることを示したものです。 
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（図１）  投資期間の違いによるバランス型運用の１年当たりの収益率の推移 

* ( デ ー タ ） 国 内 株 式 ： T O P I X 、 国 内 債 券 ： N o m u r a - B P I 総 合 指 数 、 外 国 株 式 ： M S C I  K O K U -

SAI、外国債券：シティグループ世界国債インデックス（円ヘッジ）を4分の１ずつの配分で組み合わせ。期間は1985年12月から2005年12月。 
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3本のグラフは、あるバランス型運用について、それぞれの時点までの過去1年間、5年間、10年間運

用した時に1年当たり平均何％の収益をあげていたかを表したものです。例えば、矢印を付けた2000

年12月時点であれば、計測期間1年の赤色のグラフは2000年1月からの1年間、計測期間5年の青色は

1996年1月から2000年12月までの5年間、黄色は1991年1月からの10年間運用した場合の1年当

たりの平均収益率を表しています。 

同じバランス型運用なのに、随分異なる動きをしています。赤色の期間1年のグラフはアップダウンが

激しく、運用成績の良い時には1年間（1995年6月からの1年間）でプラスの24.9%を稼いだこともあ

りますが、悪かった時には1年間でマイナス14.1%（1989年9月からの1年間）の損失を被っていて、

その差は40%近くもあります。つまり、どこか1年間だけ運用した場合には、どの1年間運用したかに

よって、良くも悪くも大きな違いが出ることを表しています。一方、青色と黄色のグラフはアップダウ

ンが緩やかになり、収益のぶれは縮小しています。これは、長い間には、良い時と悪い時が相殺される

ためです。つまり、1年間といった短い期間で見ると、収益は大幅に上下しますが、5年、10年といっ

たように運用年数を長くしていくと、収益のぶれは徐々に安定してきます。特に、期間10年のトータル

で見ると、この例では、いつから運用を始めたとしても、10年間運用すれば、いつでもプラスの収益を

獲得できていたことがわかります。 

資産運用は、必ずしも収益を得られるとは限りませんし、損をすることもあるから怖い、という消極的

な意見をお持ちの方もいらっしゃると思います。確かに、運用（特に株式などリスクの高い資産を組み

入れた運用）により、元本が割れてしまう可能性もあります。ただ、ここで「元本が割れる可能性」と

いっているのは、半年や１年といった比較的短い期間で判断している場合が多いのではないでしょう

か。例えば10年といった長い期間運用することによって、結果的に、しっかり収益を確保できる可能性

は高まります。一時的に市場環境が悪くなっても、そこで狼狽しない長期的な視点が資産運用には求め

られます。 

時間を味方に ②複利効果 

長期投資の第二のメリットは｢複利効果｣と呼ばれるものです。 

元本100万円を利回り5%で運用するとしましょう。どのように資産は増えていくでしょうか？ 1年目

には、100万円×5%＝5万円資産が増えますが、2年目には1年目の収益が元本に組み入れられて増え

ていきますので、1年目に比べ、(元本100万円+1年目の収益5万円)×5%＝5.25万円増えることとな

ります。3年目も同様に、（元本＋1年目の収益＋2年目の収益）×5%＝5.51万円増えます。このよう

に、収益が元本に組み入れられて資産が増えていくことを複利効果と言います。途中で資産を引き出す

ことなく運用を続けることで、こうした「複利運用」が可能になります。 

図2は、このように複利で運用した場合の資産残高の推移を示したものです。「運用収益額」の欄をご

覧ください。長く運用すればするほど、より大きく資産が増えていくことがわかります。 

（図2） 複利効果による資産残高の推移 （百万円） 

 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 7 年目 

期初の運用元本 

(1) 

100 105 110.25 115.76 121.55 127.63 134.01 

収益率 (2) 5% 5% 5% 5% 5% 5% 5% 

運 用 収 益 額 

(3)=(1)*(2) 

5 5.25 5.51 5.79 6.08 6.38 6.70 

期末の運用元本 

(1)+(3)  

105 110.25 115.76 121.55 127.63 134.01 140.71 
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図3は、運用年数とともに資産がど

う増えるかをグラフで表しています。

元本100万円を複利で１年当たり

5%の利回りで30年間運用した場

合、年数が経過するにつれて、資産

は急速に増え、30年後の資産残高は

430万円程度になります（青いグラ

フ）。もし、毎年、運用収益を引き

出しながら運用した場合には、30年

後の資産残高は250万円にしかな

りません（赤いグラフ：こうした運

用を「単利運用」と言います）。青

いグラフと赤いグラフの差は、最初

の頃はそれほど大きくないかもしれ

ませんが、時間が経つにつれて拡大

します。仮に30歳で運用を開始したとすれば、30年後の定年頃に期待できる受け取り金額が元本

の2.5倍になるか4.3倍になるかですから、大きな違いです。長く運用すればするほど、複利の威力

がメキメキと発揮されるのです。これも長期運用の大きなメリットと言えるでしょう。 

結び 

今回は、「長期投資のメリット」をテーマに、長い期間運用することによる収益の安定化と複利効

果という二つに絞ってお話してきました。特に、リスクの高い資産を組み入れた運用は、短期で見

るとその収益が大幅に上下することもありますが、長い眼で見ると、結果的には比較的安定した収

益を得ることができます。ここで注意していただきたいことは、長期間運用をするということは、

そうしたメリットもある反面、短い間にお金が必要になった時にすぐに

は引き出せない（その時に資産が増えているかどうかは必ずしもわから

ないため）といったデメリットもあるということです。つまり、長期運

用にはすぐに使うお金は向きません。少し先の将来に使うお金を増やす

ために資産運用をしてみたいと思っている方であれば、「長期投資」と

いう観点から、一時的な市場の変動に振り回されることなく腰を据えて

取り組んでみることが大切です。 

次回は投資信託を購入した後の｢投信のモニタリング」についてお話ししたいと思います。 

以 上 

   

発行日：2007年4月6日 
 

（図3）資産を引き出しながら運用するかどうかの違い 
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◎ご留意いただきたい事項 
 

•本資料はラッセル・インベストメント証券投信投資顧問株式会社が投資に関する一般的情報の提供を

目的として作成したものであり、特定の運用商品の推奨等の投資勧誘を目的としたものではありません。

また金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。 

•投資信託は、株式および公社債等値動きのある証券に投資しますので、組入株式や組入公社

債等の価格の下落ならびにそれらの発行会社の倒産または財務状況の悪化等の影響により、

基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、これらに加え外貨建資産を保有する場合、

外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合には、基準価額が下落し損失を被

ることがあります。したがって、元金が保証されているものではありません。投資した資産の価値

の減少を含むリスクは投資信託をご購入のお客様が負います。 
•リスクは上記に限定されるものではありません。投資信託の取得のお申し込みに当たっては、必ず当

該商品の投資信託説明書（目論見書）を販売会社でお受け取りになり、「投資リスクおよび留意点」等、

内容をご確認の上、ご自身でご判断下さい。 

•投資信託には、「お申し込み時」、「ご換金時」、「保有期間中」にご負担いただく手数料等の諸費用が発

生します。投資信託の取得のお申し込みに当たっては、必ず当該商品の投資信託説明書（目論見書）を

販売会社でお受け取りになり、「手数料および税金」等、内容をご確認の上、ご自身でご判断下さい。 

•投資信託は、預金、保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではあり

ません。 

•金融商品取引業者以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

•当資料は、当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その情報の正確性や完全

性についてこれを保証するものではありません。 

•当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
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